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論文内容の要旨 
 
成人期以降の発達に関する心理学的研究は、これまで子どもをもつ者をその対象の中心として
行われてきた。しかし、近年、多様なライフコースのありようが認識されつつある。実際に、結
婚しても子どもをもたない成人の割合は、2002 年の 3.4 ％から 2015 年の 6.2%と倍増してお
り、今後もさらに増加することが予想されている（国立社会保障・人口問題研究所, 2017 ）。こ
うした状況にある中で、子どもをもたない者を対象とした調査を行うことには大きな社会的意義
があると考えられる。 
そこで、本研究では、これまである程度の研究の蓄積がなされている子どもをもつ成人と対比
させながら、子どもをもたない成人の幸福感、および幸福感を規定する要因の検討を行い、子ど
もの有無による幸福感の違い、そして子どもをもたない者の幸福感を何が支えているのかについ
て明らかにすることを目的とするものである。具体的には、45～60 歳の有配偶中年期成人を対象
に、3 つの質問紙調査と 6 つの研究を行った。 
まず研究 1－1 （第 3 章）では、中年期有配偶者の子どもの有無による主観的幸福感の違い
と幸福感の規定因について検討を行った。幸福感の規定因としては、夫婦関係（夫婦の共行動）
と世代性行動（社会的活動・次世代育成のためのかかわり）、世帯年収をとりあげた。その結果、 
子どもの有無で主観的幸福感に有意な違いはないこと、幸福感の規定因として、子どもの有無に
よらず夫婦関係から正の影響が、子どもをもつ女性では、社会的活動、子どもをもたない女性で
は次世代育成のためのかかわりからの正の影響が認められた。 
研究 1－2（第 4 章）では、幸福感の規定因としての夫婦関係を、行動レベル（夫婦の共行動）
と意識レベル（夫婦の親密性）に分けて検討を行い、夫婦の共行動、夫婦の親密性はともに、子
どもをもつ者より子どもをもたない者で高いこと、子どもをもたない成人においては、夫婦が共
に行動することが夫婦の親密性を高め、さらに夫婦の親密性を媒介して主観的幸福感を高めてい
ることが明らかとなった。 
研究 1－3（第 5 章）では、子どもの有無による世代性の違い、また、幸福感の規定因として
の世代性を、行動レベル（主たる収入を得るため以外の世代性行動）と意識レベル（世代性関心）
から構造的に検討を行い、世代性行動、世代性関心はともに、子どもをもたない者より子どもを
もつ者で高いこと、社会活動やボランティア活動などの世代性行動が世代性関心を高め、さらに、
世代性関心が主観的幸福感に影響を与えるという構造が示され、この構造は子どもの有無によら
ず適合することが確認された。 
研究 2（第 6 章）では、子どもをもたない中年期有配偶者において、研究 1－3 で示唆された幸
福感と世代性行動、世代性関心の関係構造モデルが時系列的に成り立つか検討を行い、研究 1－3
で示された世代性と主観的幸福感の構造モデルが 2 時点という時系列による検証においても確認
された。 
研究 3－1（第 7 章）では、調査対象者を、子どもをもたない中年期有配偶女性に絞り、研究 1
－1 で明らかとなった、幸福感と夫婦関係（夫婦関係満足度）、家庭の経済状況（世帯年収・経済
的ゆとり感）、就労形態などとの規定関係について、女性の就労形態を加えて検討を行った。なお、
幸福感については多面的に捉えるため、主観的幸福感に加えて、心理的 Well-being の 3 尺度（自
己受容感・人生における目的・人格的成長）も用いた（研究 3－2 も同様である）。分析の結果、
主観的幸福感では就労形態による有意な差は認められなかったが、心理的 Well-being では有意差
が認められ、フルタイム群の方がパートタイム群、家事専業群より、自己受容感、人生における
目的意識、人格的成長感において高いことが示された。また、子どもをもたない女性の心理的
Well-being に就労形態による影響が認められ、フルタイムであることがこれらの意識を高めてい
た。さらに、研究 1－1 と同様に、夫婦関係、経済的ゆとり感による幸福感への影響も認められ
た。 
研究 3－2（第 8 章）では、研究 1－3、研究 2 で明らかになった、幸福感と世代性行動、世代
性関心の関係構造モデルが、子どもをもたない中年期有配偶女性の就労形態によらず適合するか
について検討を行った。世代性行動の測定にあたっては、研究 1－1、1－3 や研究 2 において、
主たる収入を得るため（仕事）以外の世代性行動や、次世代育成のためのかかわり行動（研究 1
－1）に限定されていたため、研究 3－2 では仕事や職場における世代性行動を加えて、検討を行
った。結果としては、就労形態によらず、世代性行動、世代性関心、幸福感の関係構造モデルの
適合性が確認された。その一方で、世代性行動による影響関係には就労形態による違いも認めら
れ、就労形態 3 群すべてにおいて次世代のためのかかわり行動が世代性関心を高めていたが、フ
ルタイム群では仕事以外における世代性行動が、パートタイム群では仕事における世代性行動が、
世代性関心を高めていた。加えて、世代性関心に影響される幸福感も群間で異なっており、フル
タイム群、パートタイム群では、すべての幸福感への影響が認められたが、家事専業群では、人
生における目的、人格的成長にのみ有意な影響が認められた。 
以上を踏まえて総合的考察が行なわれ（第 9 章）、さらに子どもをもたない成人に対する社会
的支援のあり方が検討された。特に本研究において、子どもをもたない者でも、世代性を発達さ
せることにより幸福感を高めることができることが示されたことから、子どもをもたない有配偶
中年期成人に対し、社会とつながり、次世代とかかわることができるよう支援を行い、幸福感を
支えていく必要性について論じられた。 
 
論文審査の結果の要旨 
 
 審査の過程で、以下の三点をはじめとして本論文の成果とその意義が認められ、あわせて今後
の課題についても指摘された。 
第一に、本論文で取り扱われた問題領域に対して、独自の貢献を行った意義深い研究であるこ
とを指摘したい。成人期の発達では、「親になること」の人格的影響（柏木・若松， 1994）が知
られ、親の発達に関する研究はそれ以降、数多く行われてきた。しかしその反面、本研究が対象
とする「親にならなかった」成人の研究は、不妊治療に取り組む夫婦の研究が散見されるのみで、
特に中年期以降について、わが国ではまとまった調査はほとんどなされていないのが現状である。
本研究は、こうした「親にならなかった」人々の心理発達を取り上げるものであり、ライフコー
スの多様化や発達の複数経路化という点からみて、大きな意義があると考えられる。 
また成人期、とりわけ中年期における世代性は、わが国においては青年期までのアイデンティ
ティ研究と比べ、心理学研究それ自体が少ないといわれており（丸島，2009；岡本・上手・高野 
2018）、対象も国の内外を問わず「子どもをもつ者」を中心としているものが多い。本研究では、
「子どもをもたない者」を対象とすることで、中年期における発達課題である世代性を幅広く捉
えようとしており、この点で高い独自性をもつものと考えられる。 
第二に、本論文の骨格を成すいくつかの研究は、心理学関係諸学会の研究誌に掲載された個別
の研究を下敷きとしており、データの収集及び分析の信頼性とそこから得られた知見の学術的意
義については、すでに学界においても一定の評価が得られているところである。それらに、さら
に新たな研究を加えて、一つの論文としてまとめたわけであるが、例えば、研究３における仮説
モデルの設定と検証のプロセス、また研究２における時系列を加味した２時点調査における仮説
モデルの設定と検証のプロセスなどをはじめとして、モデルの適合度に関する各指標にも表れて
いる通り、改めて、全体及び個別の研究計画の的確さや、データ分析の鮮やかさを感じさせるも
のであった。そして、個々の研究を一貫した問題関心のもとに統合し、全体として論旨の通った
論文にまとめ上げた構成力も優れたものとして評価に値すると考える。 
第三に、本論文の社会的貢献について、「子どもをもたない者」は、今後も増加することが予想
されている（国立社会保障・人口問題研究所，2018）。こうした人々がどのように社会と関わっ
ていけばよいか、彼らの幸福感を支えているものは何かという問題は、子どもをもたない者の人
生や QOL を考えるうえで、有効な視座を与えるであろう。本論文の知見としては、「子どもをも
たない有配偶者においても、世代性行動を行うことで、世代性関心を高め、さらには幸福感を高
めることが可能である」というものであるが、このことは子どもをもたない者に限らず、広く一
般に、さまざまな人生経路をとる人々の支援を考えていく上でも貴重な資料となりうるであろう。 
最後に、本論文の限界について、論文の末尾で述べられてもいる通り、結果として子どもをも
たない者の研究が中心となり子どもをもつ者との対比が必ずしも十分ではなかったこと、対象者
を中年期に限ったけれどもそれを老年期にまで広げること、また日本だけではなく外国の対象者
にも広げること、今回の対象者が女性の就労の拡大や女性の経済的自立を意識することになった
初期の世代であるため、他の世代に一般化できるのかについて検討する必要があること、そして、
子どもをもたないことに至った経緯と、それに伴う対象者の意識を考慮していないことなどが挙
げられた。しかし、これらは今後の課題と捉えるべきものであって、研究の発展のなかで取り組
まれていくことを期待したい。 
 
以上により、審査委員会は本論文が博士（心理学）の授与に値するものと認めた。 
 
